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研究成果の概要（和文）：本研究課題では，(1)過去５時点の全国都市交通特性調査のデータから「自動車に頼らない
生活スタイル」の広がりの状況を把握した。(2)駅前マンションへの転居によるアクセシビリティの変化が自宅近隣で
の活動・行動に有意に影響していることを実証的に示した。(3)地区に居住するメリット・デメリットの創出と提示を
通じて転居先選好の集約化が促される可能性を示した。(4)機能集積と核間公共交通に着目して「どのような場所が拠
点に設定されているか」の実態を全国横断的に明らかにした。(5)自宅近隣の活動機会へのアクセシビリティへのニー
ズを類型化し，その特性を把握するとともに，実際とのミスマッチの状況を分析した。

研究成果の概要（英文）：This study: (1) showed the trend of “less car-dependent lifestyle” in Japan 
from the data of Nationwide Person Trip Surveys, (2) revealed that the change in the accessibility 
before-and-after moving to a condominium in front of a station had a significant effects on the activity 
frequency and the travel behavior nearby their residential area, (3) examined the impacts of showing 
merits/demerits of residing in concentration/to-be-withdrawn areas on preferences for compact relocation 
from SP survey data, (4) showed the actual situation of planned centers in 35 Japanese cities from the 
viewpoint of the location of retail and medical facilities and the service level of intercentral public 
transportation, both as of 2014, and (5) categorized people’s needs for the accessibility to the key 
opportunities/facilities nearby their residence into seven patterns, revealed their characteristics and 
analyzed the match/mismatch with their actual residential environment.

研究分野：都市交通計画，都市・地域計画

キーワード： 低自動車依存都市　アクセシビリティ　拠点　居住地選好
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１．研究開始当初の背景 
	 人口減少・超高齢社会に差し掛かったわが
国では，持続可能な都市の実現に向けて都市
構造の再編に着手することが喫緊の課題で
ある。交通計画の立場から見たその要諦の１
つは，土地利用計画との連携を通じて「自動
車に頼らない生活スタイル」の選択を可能に
し促進することにある。目指すべき都市のか
たちとしてしばしば叫ばれている集約型都
市構造やコンパクトシティはこれに応える
ものと考えられ，そのメリットを分析した研
究は非常に多く積み重ねられている。	
	 一方，人の生活スタイルは嗜好やライフス
テージによって様々であり，都市空間はその
変化と多様性に応え，個人や世帯が望み，か
つ社会的に望ましいスタイルの生活を実現
できる場を持続的に提供することが求めら
れよう。中長期的には住宅や施設の立地誘導
と交通施設の整備，短期的には交通サービス
の提供や転居の促進などといった施策を通
じて，多様な生活スタイル，中でも自動車に
頼らない生活スタイルが持続的・安定的に選
択できる環境を整える必要がある。こうした
視点を加味した都市空間の評価・計画手法を
確立することは重要な研究課題である。	
 
２．研究の目的 
	 本研究課題は，人々の「自動車に頼らない
生活スタイル」を持続的・安定的に支える観
点から，人が活動機会へのアクセシビリティ
に対して持つニーズと都市空間で享受する
アクセシビリティの整合性や，その経時的変
化の可能性に着目し，両者の乖離を防ぎまた
は埋めるような土地利用と交通のあり方を
評価・計画する手法の検討を初期からの目的
として進めた。	
	 なお，本研究期間中には，「立地適正化計
画」制度が創設されたり，アクセシビリティ
評価手法について国土技術政策総合研究所
が「…手引き（案）」を発行したりといった
実務面の重要な進展があった。これらを踏ま
えながら，基礎的な現況把握やエビデンスの
蓄積，集約化を実現する方策の効果分析など，
やや幅を広げた研究を行った。	
 
３．研究の方法 
(1)	若者世代の交通行動の変化と「自動車に
頼らない生活スタイル」	

	 基礎的な状況把握を目的に，「クルマ離れ」
が叫ばれる若者世代の自動車保有・利用の変
化の傾向を，過去５時点の全国都市パーソン
トリップ調査・全国都市交通特性調査のデー
タから分析する。	
	
(2)	居住地周辺のアクセシビリティの変化に
伴う交通行動変化の分析	

	 集約型都市構造の実現によって実際に「自
動車に頼らない生活スタイル」が促されるか
どうかに関しては様々な議論がある。この点
の検討を目的に，鉄道駅前マンションへの転

居世帯の活動・行動の変化を，転居前後のパ
ネルデータから分析する。	
	
(3)	居住のメリット・デメリット情報の提示
による転居先選好の誘導可能性の分析	

	 集約型都市構造が持ついくつかの側面の
うち，居住地の集約化を促す方策を検討する
ことは重要である。考えられる方策の１つと
して，地区に居住することのメリット・デメ
リットの創出と提示を通じた転居先選好の
誘導可能性を，Web アンケートから得た SP 調
査データに基づいて分析する。	
	
(4)	「拠点」の設定状況と機能集積・拠点間
公共交通の現状に関する分析	

	 全国諸都市の都市計画マスタープラン（以
下「都市マス」）において，都市機能を集積
させるべき「拠点」がどのように設定されて
いるか，施設立地と核間公共交通の利便性に
着目して現状を把握する。	
	
(5)	自宅近隣でのアクセシビリティに対する
ニーズと実際のミスマッチに関する分析	

	 東京圏一都三県の居住者を対象とした Web
アンケート調査のデータに基づき，住民が自
宅近隣のアクセシビリティに対して持つニ
ーズを類型化し，その特性を把握するととも
に，それと実際のアクセシビリティとのマッ
チ／ミスマッチの状況を検討する。	
	
４．研究成果	
(1)	若者世代の交通行動の変化傾向と「自動
車に頼らない生活スタイル」	

	 ここでは若者世代として 20～39 歳を取り
上げ，過去５時点（S62・H04・H11・H17・H22
の各年）の交通行動調査データから，自動車
の利用可能性と利用の変化傾向を都市類型
別・ライフステージ別に分析した。都市類型
としては対象 41 都市を三大都市圏，地方中
枢都市圏，その他都市圏の３類型に分類した。
世帯のライフステージは，構成員の続柄・年
齢・性別を参考にして，親同居世帯，単身世
帯，夫婦世帯，子同居世帯の４類型（＋類型
外）に分類した。なお，分析対象は対象各都
市の市街化区域居住のサンプルに限定した。
その結果，	
・	自動車利用可能性（自動車運転免許と自分
専用の自家用車の有無によって定義）は三
大都市圏・地方中枢都市圏でおよそ H22 年
から低下局面に入っており，「免許有・専
用車無」層の増加が単身世帯から夫婦世帯
へ波及している。その他都市圏では，既婚
女性で依然上昇しているが，ほかは H11 年
以降は頭打ちの状況にある。	

・	１人・１日当りの自動車トリップ数は，三
大都市圏での減少率が高い（表１）。自家
用車の有用性が高まると考えられる子同
居世帯に着目すると，地方中枢都市圏とそ
の他都市圏では微増から横ばいの状況に
あるが，三大都市圏では減少傾向にある。	

	



表１：自動車トリップ数/人・日の変化	
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※下段は S62 年＝1.00 としたときの比。	

	
・	S62 年のライフステージごとの交通手段別
トリップ数から H22 年の自動車分担率を推
計して実績値と比べると，その大小関係は
S62年実績値＞H22年推計値＞H22年実績値
となった。このことから，いわゆる「若者
のクルマ離れ」には世帯形成の遅れ以外の
要因の影響が大きいことが示唆される。	

──などを明らかにし，特に三大都市圏にお
いて「自動車に頼らない生活スタイル」が広
がりつつあることが把握された。	
	
(2)	居住地周辺のアクセシビリティの変化に
伴う交通行動変化の分析	

	 2007～08 年にかけて千葉県柏市・柏の葉マ
ンション駅前に新築されたマンションへの
転居世帯を対象に東京大学都市交通研究室
が実施したパネルデータを用いて，転居前後
の居住地周辺のアクセシビリティの変化と
活動・行動変化の関係を分析した。	
	 活動は，自宅の近所で実行し得る活動とし
て買物，外食，全活動（ここでは買物と外食
に娯楽，学習を加えた４種類とする）を取り
上げ，それぞれが自宅近所で徒歩・自転車に
よって行われる頻度，ならびに遠方で自動車
や公共交通によって行われる頻度を分析の
対象とした。これらの転居前後の変化（対数
値）を被説明変数，アクセシビリティ関連の
変数（自宅から 500m/1km 圏内にある種類別
の活動機会数，最寄りの活動機会や鉄道駅へ
の距離）の変化などを説明変数とする固定効
果モデルを推定した。分析サンプルは 49 世
帯の 98 名である。49 世帯の転居前居住地の
分布を図１に示す。	
	

 

 

3. Methodology and Study Characteristics 
In order to overcome some of the limitations of cross-sectional analysis previously discussed, and 
to contribute to the existing body of literature in an area where it is currently lacking, this study 
addresses the built environment and travel behavior relationship from a panel data perspective. 
Specifically, the principal object of interest is to understand how changes in the land use 
characteristics around home location affect activity frequency by mode. This motivates the 
following hypotheses: 
1. A positive change in the number of potential opportunities for any given activity within one`s 

neighborhood increases the average frequency that such activity is conducted nearby and 
reached via non-motorized modes such as walking or biking. 

2. A positive change in the number of potential opportunities for any given activity within one`s 
neighborhood decreases the average frequency that such activity is conducted faraway and 
reached by car. 

In other words, we hypothesize that there exists a mode substitution mechanism between private 
vehicle and non-motorized modes given an increase in accessibility to any given activity around 
home location.  
To test these hypotheses, data from a panel data survey conducted by The University of Tokyo 
between autumn 2007 and autumn 2008 on relocating households were used. The survey was 
conducted on households that purchased new apartments in the Park City Kashiwanoha Campus 
Project, located in the Kashiwanoha area of Kashiwa city, Chiba prefecture, at roughly 30 
Kilometers from Tokyo. The area is connected to Tokyo via the Tsukuba Express railway line (see 
Figure 1).  

 
Figure 1. Location of the Park City Kashiwanoha Campus and Previous Location of Households 

As of 2012, the Kashiwanoha area exhibited a population of 3,277 inhabitants with a population 
density of 1,731 persons per km2 (Roughly half of the density Kashiwa city, and approximately 
one eight of the density of the 23 special wards of the Tokyo Metropolitan Area)32,33) 
Against this suburban background, the Park City Kashiwanoha Campus Project –which 
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図１：サンプルの転居前居住地の分布（●印）	

	 モデルの推定結果（一部）を表２に示す。
こうしたモデル分析から，買物や外食などの
活動について，自宅近隣でのアクセシビリテ
ィの変化が活動頻度に影響していること，言
い換えれば，近所に様々な活動機会を有する
地区への転居によって自宅近隣での徒歩・自
転車による活動が促されていることを実証
的に明らかにした。	
	

表２：固定効果モデルの推定例	

（自宅近隣での徒歩・自転車による全活動頻度）	

説明変数	 係数	 t 値	

鉄道駅までの距離の変化	 -0.402	-2.919	

自動車保有台数の減少量	 0.327	 0.690	

自動車保有台数の増加量	 -0.255	-0.654	

自宅から 500m 圏内にある外食店

＋非日用雑貨品店の数の変化	
0.022	 2.090	

決定係数 R2	

	 定数項のみ	

	 固定効果のみ	

	 説明変数のみ	

	 固定効果と説明変数の両方	

	

0.000	

0.626	

0.115	

0.724	

	
(3)	居住のメリット・デメリット情報の提示
による転居先選好の誘導可能性の分析	

	 政令指定５都市（札幌，仙台，広島，北九
州，福岡）の在住者で今後５年以内に分譲住
宅の購入を考えている 500 名を対象に，転居
先として鉄道沿線の集合住宅と郊外の戸建
住宅のどちらを選好するかを尋ねる SP 調査
を実施した。調査では，各選択肢について，
最寄りのスーパー・学校・病院までの距離，
最寄り駅や中心市街地までの所要時間，建物
や敷地の面積，物件価格について属性値を変
化させるとともに，[1]将来政策的に都市機
能の集積を図る地域の明示，[2][1]の集積地
域内での住宅購入に対する助成，[3]郊外で
の病院・学校の統廃合方針の提示，[4]郊外
でのバス減便方針の提示──の４施策を示し
た上で，選好を表明するよう求めた。	
	 得られた選好データを用いて Mixed	Logit
モデルを推定し，各要因が選好にどう影響す
るかを分析した。推定結果からは，スーパー
への距離の増加が両選択肢の選好を低下さ
せる，郊外から中心市街地までの距離の増加
が郊外戸建住宅の選好を低下させる，学校へ
の距離の影響には個人差がある──と，アク
セシビリティ条件が居住地選好に影響する
ことが示された。また，[1]を除く３つの施
策が沿線集合住宅の選好を有意に高めるこ
とも示された。	
	 さらに，有意であった３施策について感度
分析を行い，条件に依存する面はあるが，こ
れらは最大で１割程度選好を変容させ，かつ
メリットを付与する「アメ」施策に比べデメ
リットを提示する「ムチ」施策の方が効果が
大きいとの結果を得た（表３）。以上から，
公共交通沿線に諸機能へのアクセシビリテ
ィの高い地区をつくり出すことや，撤退対象
の地域でアクセシビリティが低下する可能



性を提示することが，居住地選好を集約の方
向へ誘導する上で有効となり得ることが示
された。	
	

表３：感度分析の条件と選択確率	

	
基準	
ケース	

施策	
[2]	

施策	
[3]	

施策	
[4]	

沿線:住宅助成金	 0	 1	 0	 0	

郊外:施設統廃合	 0	 0	 1	 0	

郊外:バス減便	 0	 0	 0	 1	

沿線:学校距離	 500	 500	 500	 500	

沿線:商業距離	 500	 500	 500	 500	

沿線:価格	 3,250	 3,250	 3,250	 3,250	

郊外:学校距離	 1,000	 1,000	 1,000	 1,000	

郊外:商業距離	 1,000	 1,000	 1,000	 1,000	

郊外:中心部への	
	 	 	所要時間	

20	 20	 20	 20	

郊外:価格	 3,250	 3250	 3,250	 3,250	

沿線:住宅面積	 77.5	 77.5	 77.5	 77.5	

沿線:選択確率	 64.0%	 68.4%	 73.6%	 72.6%	

郊外:選択確率	 36.0%	 31.6%	 26.4%	 27.4%	

	
(4)	「拠点」の設定状況と機能集積・拠点間
公共交通の現状に関する分析	

	 人口条件と都市マスの読み解きから「多核
連携型コンパクトシティの核間を公共交通
で結ぶ」都市構造を指向する全国 35 都市を
抽出し，これらを対象に“どのような場所が
拠点に設定されているか”を全国横断的に把
握するため，以下の分析を行った。	
	 各都市で設定されている拠点のうち最も
中心的なものを「中心拠点」，その他を「一
般拠点」として，各一般拠点（計 415 ヶ所）
における商業施設・医療施設の集積状況，な
らびに各一般拠点と中心拠点を結ぶ公共交
通の運行頻度をデータ化した。これら機能集
積水準と核間公共交通水準をクロスさせ，一
般拠点を A（両水準とも高い），B（A に次ぐ），
C（機能集積は高いが核間公共交通は低い），
D（核間公共交通は高いが機能集積は低い），
E（両水準とも低い）の５つに類型化した。
結果，類型 Eの拠点が約 26％（108 ヶ所）存
在し，それらは合併した旧市町村部に多いこ
とや，類型 D の拠点が 122 ヶ所（＞類型 C：
29 ヶ所）と多く，機能集積が弱くとも鉄道駅
を中心に拠点が設定されやすいことなどを
明らかにした。	
	 さらに，類型化された一般拠点を各都市が
どのように擁しているかを都市単位で把握
した。これを都市群，設定されている拠点の
階層数（中心拠点も含めて数える），階層ご
とに集計したものを図２に示す。結果，三大
都市圏郊外部や地方中枢都市で機能集積・核
間公共交通とも利便性の高い拠点が多く設
定されていること，その他の都市群では人口
規模が小さい都市ほど利便性の低い場所が
拠点に設定されやすいこと，人口規模が中程
度で拠点階層数が２の都市では，利便性の高
い場所を精選するより，利便性の低い場所ま
で同列に拠点に含めている傾向が窺われる
こと──などが明らかとなった。	
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類型：	 ■A	 	 ■B	 	 ■C	 	 ■D	 	 ■E	

※	都市ごとに各カテゴリーに属する一般拠点数の逆数
で重み付けして集計した。	

図２：一般拠点の類型別構成比	

	
(5)	自宅近隣でのアクセシビリティに対する
ニーズと実際のミスマッチに関する分析	

	 東京圏一都三県の居住者（20～70 代男女・
1000 サンプル）を対象に，主要な活動機会へ
のアクセシビリティニーズ，日常的な生活活
動・交通行動の状況，生活環境に対する意識
などを尋ねる Web アンケート調査を実施した。	
	 調査で取り上げた主要な活動機会は，商業
施設，医療施設，保健・福祉施設，子育て支
援施設，文化・交流施設，娯楽・レジャー施
設など（一部はさらに細分化される）12 種類
であり，それぞれが自宅からどれだけ近くに
あるのが望ましいかを，現在および 10 年後
について尋ねた。この回答を再カテゴライズ
してカテゴリカル因子分析を行ったのち，因
子得点を用いたクラスター分析を行い，解釈
可能性も勘案して７つのアクセシビリティ
ニーズ類型を抽出した（表４）。	
	
表４：抽出されたアクセシビリティニーズ類型	
�570 �
� �
� �
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� �
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※	値は４（徒歩・自転車で行ける範囲に特に必要）～
１（公共交通で容易に行ける範囲より遠くてもよい，
こだわらない，当該活動をしない）の平均値。	

	
	 次に，アクセシビリティニーズ類型と回答
者の現在のライフステージ，年代，自動車利
用可能性，自動車運転頻度，ならびに現住地
特性としてあらかじめ算出した都市化度（公
共交通利便性，商業施設密度，人口密度など
に関する８変数で主成分分析を行って得た
第１主成分。公共交通の利便性や人口・商業
の集積度が高いほど大きい値をとる）の関係



を分析した。結果，ライフステージや現住地
都市化度（図３）との間に一定の関係が見ら
れることを示した。	
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図３：現在のアクセシビリティニーズ類型と	

現住地都市化度の関係	
	
	 後者は，都市化度の低い地域に住む人ほど
自宅近隣でのアクセシビリティニーズの低
い類型（AN6 や AN7）が多いという関係であ
る。同様の関係は回答者が 10 年後に想定す
るニーズについても見られた。都市化度の値
の特性から，一般に都市化度の高い地域で実
際のアクセシビリティも高いとすれば，現住
地の状況に沿うようにニーズが形成されて
いる可能性が示唆される。	
	 一方で，あらゆる活動機会に対してアクセ
シビリティニーズの高い類型（AN1 や AN2）
が，都市化度の低い地域の住民においても約
４分の１存在する。こうした層は現時点でニ
ーズと実際のミスマッチを起こしており，ま
た 10 年後においてもミスマッチを起こして
いる可能性が高い層と理解される。このミス
マッチと現住地満足度や居住継続意向との
関係について，これまでのところ有意な傾向
を見出すには至っておらず，調査・分析の改
善が課題である。	
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